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第一部【企業情報】
　

第１【企業の概況】

　

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第62期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

第62期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 (百万円) 19,308 16,600 7,138 6,194 26,430
経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 433 △466 321 30 776

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(百万円) 102 △407 171 △13 239

純資産額 (百万円) ― ― 23,649 23,060 23,809
総資産額 (百万円) ― ― 38,937 35,698 39,073
１株当たり純資産額 (円) ― ― 648.80 632.86 653.32
１株当たり
四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）
　

(円) 2.80 △11.18 4.71 △0.36 6.56

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 60.7 64.6 60.9
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,068 915 ― ― 1,351

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △207 △246 ― ― △291

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △395 △292 ― ― △431

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,118 3,659 3,281

従業員数 (名) ― ― 432 419 428

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第62期及び第62期第３四半期連結累計(会計)期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」

については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第63期第３四半期連結累計(会計)期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　従業員数は就業人員数を記載しております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在　

従業員数(名) 419 　

(注)　従業員数は就業人員数であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在　

従業員数(名) 366 　

(注)　従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】

　

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは単一セグメントであるため、生産及び販売の実績につきましては形態区分別に記載

しております。

　

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。
　

区分 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)
受注加工製作 198   △44.3    

　(注)　１　金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２　金額は販売価格によっております。

　

(2）受注実績

　工事及び製作加工は取引先との契約締結後、ごく短い期間で工事施工開始または製作加工品を納入

するという業界の慣習・取引形態の特殊性により、受注高の集計は行っておりません。

　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。
　

区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)
販売 3,039 △9.8　    
賃貸 670 △18.5　    
工事 1,346 △13.2　    
加工受託 504 △26.0  　  
運送受託 633 △11.3　    

合計 6,194 △13.2　    

（注）１　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)
鹿島建設株式会社 929 12.8 970 15.7

　

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。　　
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。　

　

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、持ち直しの動きを牽引していた輸出と生産が緩やかな

がらも減少に転じ、総じて景気は足踏み状態となりました。また、依然として失業率は高水準にある

など厳しい状況にあります。

　当社グループが属する建設業界におきましては、公共投資は低調に推移しております。加えて、民間

の設備投資及び住宅建設は持ち直し傾向が見られるものの、依然として低水準で推移しており、経営

環境は厳しいものとなっております。

　このような環境の下、当社グループは受注の確保に注力し、工事及び加工においては、質と生産性の

向上に取り組んでまいりました。しかしながら、市場の縮小により工事及び加工の受注は減少し、重

仮設材においても価格面の競争が一段と激化いたしました。 

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の連結売上高は61億94百万円（前年同四半期比13.2％

減）、連結営業利益は３百万円（前年同四半期比98.9％減）、連結経常利益は30百万円（前年同四半

期比90.4％減）、連結四半期純損失は13百万円（前年同四半期は連結四半期純利益１億71百万円）

となりました。

　

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は356億98百万円となり、前連結会計年度末と比較して33億

74百万円の減少となりました。その主な要因は、売上の減少に伴い受取手形及び売掛金が21億14百万

円減少、加えて、資材在庫を抑えたことにより建設資材が14億26百万円減少したことによるものであ

ります。 

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は126億38百万円となり、前連結会計年度末と比較して26

億25百万円の減少となりました。その主な要因は、売上の減少に伴い仕入を抑えたことにより支払手

形及び買掛金が19億69百万円減少したことによるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は230億60百万円となり、前連結会計年度末と比較して

７億49百万円の減少となりました。その主な要因は、第62回定時株主総会決議による配当金２億91百

万円と連結四半期純損失４億７百万円によるものであります。

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ3.7ポイント上昇した64.6％となりました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における区分毎のキャッシュ・フローは、以下のとおりであります。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は０百万円の支出（前年同四半期は４億45百万円の収

入）となりました。主な増加項目はたな卸資産の減少額７億74百万円であり、主な減少項目は売上債

権の増加額８億72百万円であります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は54百万円の収入（前年同四半期は41百万円の支出）と

なりました。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は２百万円の支出（前年同四半期は36百万円の支出）と

なりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結

会計期間末に比べ51百万円増加し、36億59百万円（前年同四半期は31億18百万円）となりました。　
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。　

　

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。

　

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、国をはじめ地方公共団体の予算状況などにより公共投資の先

行きは総じて低調に推移していくものと見込まれ、民間建設需要も低迷が続くと予想されることな

どにより、貸倒損失が発生するリスクは依然として高く、経営成績に影響を与える可能性がありま

す。当社グループはリスク発生の回避を目的に、与信管理を重視した選別受注を推し進めるととも

に、徹底したコスト管理も図ってまいります。　

　

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　市場の縮小に伴い厳しい経営環境が続く中、当社グループは、会社の体質を根本から強靭なものに

し継続的企業を実現するために、安全の確保を第一とし、計画的な人材育成、営業並びに生産拠点の

見直し、工場設備の機械化、情報の共有化等により「経営資源の最適化」及び「経営効率の改善」の

推進に努力を続けてまいります。また、引き続き適正利潤確保へむけた価格の改善に取り組んでまい

ります。　
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第３【設備の状況】

　

(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間に福島工場を閉鎖しております。移設可能な設備は他の工場へ移管して

おりますので、当社全体としての生産能力は微減です。

　

(2）設備の新設、除却等の計画　

　第２四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等はありません。また、

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

　

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 147,667,000
計 147,667,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,000,00040,000,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 40,000,00040,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 40,000 ― 3,626 ― 5,205

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載してお

ります。

① 【発行済株式】　

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式(自己株式等) － － －
議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,557,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

36,215,000
36,215 －

単元未満株式
普通株式

228,000
－ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 40,000,000－ －
総株主の議決権 － 36,215 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式728株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】　

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
丸藤シートパイル株式会社

東京都中央区日本橋本町
３丁目７番２号

3,557,000－ 3,557,000 8.89

計 － 3,557,000－ 3,557,000 8.89
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高(円) 162 154 151 148 148 146 145 138 144
最低(円) 151 144 142 140 140 140 132 132 133

(注)　東京証券取引所市場第二部における最高・最低株価であります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

　

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基

づき、当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連

結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,659 3,281

受取手形及び売掛金 ※3
 9,686 11,800

商品 151 149

建設資材 12,537 13,963

未成工事支出金 64 ※2
 302

貯蔵品 54 44

その他 626 441

貸倒引当金 △294 △357

流動資産合計 26,485 29,627

固定資産

有形固定資産

土地 4,583 4,683

その他（純額） ※1
 2,032

※1
 2,105

有形固定資産合計 6,616 6,789

無形固定資産 29 38

投資その他の資産

その他 2,710 2,809

貸倒引当金 △143 △191

投資その他の資産合計 2,567 2,618

固定資産合計 9,213 9,446

資産合計 35,698 39,073
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 6,036 8,006

短期借入金 5,180 5,180

未払法人税等 15 107

引当金 97 ※2
 234

その他 871 1,287

流動負債合計 12,200 14,815

固定負債

引当金 199 213

その他 237 234

固定負債合計 437 448

負債合計 12,638 15,263

純資産の部

株主資本

資本金 3,626 3,626

資本剰余金 5,205 5,205

利益剰余金 15,059 15,758

自己株式 △796 △795

株主資本合計 23,094 23,794

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △34 15

評価・換算差額等合計 △34 15

純資産合計 23,060 23,809

負債純資産合計 35,698 39,073
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 19,308 16,600

売上原価 15,653 13,937

売上総利益 3,655 2,662

販売費及び一般管理費

報酬及び給料手当 1,510 1,481

賞与引当金繰入額 67 61

役員賞与引当金繰入額 6 －

退職給付費用 204 181

その他 1,527 1,532

販売費及び一般管理費合計 3,317 3,257

営業利益又は営業損失（△） 338 △594

営業外収益

受取利息 1 2

受取配当金 4 7

受取地代家賃 98 91

その他 59 82

営業外収益合計 163 183

営業外費用

支払利息 48 33

その他 19 22

営業外費用合計 67 55

経常利益又は経常損失（△） 433 △466

特別利益

固定資産売却益 13 24

貸倒引当金戻入額 89 60

特別利益合計 102 84

特別損失

前期損益修正損 ※1
 71 －

固定資産売却損 3 2

投資有価証券評価損 30 －

退職給付制度終了損 178 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8

減損損失 － ※2
 144

事務所移転費用 － 43

その他 6 10

特別損失合計 290 209

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

246 △591

法人税、住民税及び事業税 36 21

法人税等調整額 107 △204

法人税等合計 144 △183

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △407

四半期純利益又は四半期純損失（△） 102 △407
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 7,138 6,194

売上原価 5,732 5,081

売上総利益 1,406 1,113

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 20 49

報酬及び給料手当 455 440

賞与引当金繰入額 67 61

役員賞与引当金繰入額 2 －

退職給付費用 71 60

その他 508 499

販売費及び一般管理費合計 1,125 1,110

営業利益 280 3

営業外収益

受取利息 0 0

受取地代家賃 32 30

その他 28 17

営業外収益合計 62 48

営業外費用

支払利息 14 10

その他 6 9

営業外費用合計 21 20

経常利益 321 30

特別利益

固定資産売却益 1 7

特別利益合計 1 7

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 5 9

減損損失 － ※1
 28

特別損失合計 5 38

税金等調整前四半期純利益 317 0

法人税、住民税及び事業税 20 7

法人税等調整額 124 6

法人税等合計 145 13

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △13

四半期純利益又は四半期純損失（△） 171 △13
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

246 △591

減価償却費 334 335

減損損失 － 144

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8

引当金の増減額（△は減少） △270 △262

有形固定資産除売却損益（△は益） △3 △11

投資有価証券割当益（△は益） － △32

投資有価証券評価損益（△は益） 30 －

受取利息及び受取配当金 △6 △9

支払利息 48 33

移転費用 － 43

売上債権の増減額（△は増加） 2,155 2,114

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,046 1,646

仕入債務の増減額（△は減少） △2,468 △1,969

その他 △396 △366

小計 1,716 1,083

利息及び配当金の受取額 15 17

利息の支払額 △41 △34

移転費用の支払額 － △48

法人税等の支払額 △621 △101

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,068 915

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △213 △308

有形固定資産の売却による収入 17 26

その他 △11 35

投資活動によるキャッシュ・フロー △207 △246

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △102 －

自己株式の取得による支出 △2 △0

配当金の支払額 △290 △291

財務活動によるキャッシュ・フロー △395 △292

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 465 377

現金及び現金同等物の期首残高 2,653 3,281

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,118 3,659
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれぞれ０百万円増加しており、税金等調整前四半

期純損失は９百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は11百万円であ

ります。　

　

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

　

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

　

　

　

【簡便な会計処理】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎

として合理的な方法により算定する方法によっております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等と一時差異等の発生状況に著しい変

化がないと認められる場合は、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用

する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,819百万円です。 ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,701百万円です。

　 　

――――――――― ※２　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金のうち、工事損失引当金に対応する額は、0百万円で

あります。

　

※３　四半期連結会計期間末日の満期手形及び確定期日現

金決済（手形と同じ条件で手形期日に現金決済する方

式）の会計処理は、手形交換日及び入出金日をもって

決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の

休日でありましたため、次の満期手形及び確定期日現

金決済分が四半期連結会計期間末日の残高に含まれて

おります。

―――――――――

受取手形及び売掛金 229百万円

支払手形及び買掛金 255百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

　

第３四半期連結累計期間　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)　

※１　前期に発生した不適切な会計処理による売上の過大

計上の修正分を「前期損益修正損」で計上しておりま

す。その内訳は次のとおりであります。

────

過年度売上高 87百万円

過年度売上原価 △15百万円

計 71百万円

　

　

──── ※２　生産体制の見直しに伴い福島工場を閉鎖することと

なったため、当第３四半期連結累計期間に固定資産の

グルーピングを変更しました。これにより、当該閉鎖に

係る固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に115百万円計

上しております。

　　　また、業務体制の見直しに伴い運送部門を担当している

子会社フジ運輸株式会社青森営業所を売却することと

なったため、当第３四半期連結累計期間に当該売却に

係る固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に28百万円計上

しております。

　

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日）　

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日）　

──── ※１　業務体制の見直しに伴い運送部門を担当している子

会社フジ運輸株式会社青森営業所を売却することと

なったため、当第３四半期連結会計期間に当該売却に

係る固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に28百万円計上

しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高

と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係（平成21年12月31日現在)

　

現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高

と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係（平成22年12月31日現在)

　

現金及び預金 3,118百万円

現金及び現金同等物 3,118百万円
　

現金及び預金 3,659百万円

現金及び現金同等物 3,659百万円
　

　

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１

日　至　平成22年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

　

普通株式(株) 40,000,000　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

　

普通株式(株) 3,561,757　

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額　　

決議 株式の種類 配当の原資　
配当金の総額
(百万円)　

１株当たり
配当額(円) 　

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会　

普通株式 利益剰余金 291 8.00 平成22年３月31日平成22年６月28日

　

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　当社及び連結子会社が提供する商品・役務は建設現場に関連するものであり、その性質、市場を考

慮すると、単一の事業分野(単一セグメント)に属するものと認識しておりますので、事業の種類別セ

グメント情報は作成しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　本邦以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社がないため、作成しておりません。

　　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　本邦以外の国又は地域における売上高はないため、作成しておりません。

　

　　

　

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日　至 平成22年12月31日) 及び当第３四半期連結

会計期間(自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日)　

当社及び連結子会社の事業は、建設基礎工事用鋼製重仮設資材等の販売、賃貸及び資材提供に附随

する工事、加工、運送等であり、建設現場において使用する資材に関連して一体となって提供するも

のであります。その性質、市場の類似性を考慮すると単一セグメントであるため、記載は省略してお

ります。　　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第

17号　平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第20号　平成20年３月21日)を適用しております。　
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 632円86銭 １株当たり純資産額 653円32銭

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
　

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 ２円80銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

１株当たり四半期純損失（△） △11円18銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

　
(注)　１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。　

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

３．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期

純損失（△）(百万円)
102 △407

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）(百万円)
102 △407

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,464 36,441

　

第３四半期連結会計期間
　　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日 
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日 
 至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 ４円71銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

１株当たり四半期純損失（△） △36銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

　
(注)　１．前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。　

２．当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

３．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期

純損失（△）(百万円)
171 △13

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）(百万円)
171 △13

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,460 36,440

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２【その他】
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　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月13日

丸藤シートパイル株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 高　　橋　　　 勝　　　 印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 髙　　橋　　正　　伸　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸

藤シートパイル株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月

１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸藤シートパイル株式会社及び連結

子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「第５ 経理の状況　２ 監査証明について」に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の

４の７第４項の規定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財

務諸表について四半期レビューを行った。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

　
(注)　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成23年２月７日

丸藤シートパイル株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 高　　橋　　　 勝　　　 印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 髙　　橋　　正　　伸　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸

藤シートパイル株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸藤シートパイル株式会社及び連結

子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

　
(注)　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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